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提案理由 

 介護保険法施行令の改正に伴い改正しようとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



高山市介護保険条例の一部を改正する条例 

高山市介護保険条例（平成１６年高山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

附 則 附 則 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関す

る経過措置） 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関す

る経過措置） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

  

 （平成２９年度における保険料率の特例） 

 第７条 平成２９年度における保険料率は、第

３条第１項の規定にかかわらず、次の各号に

掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ

当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 令附則第２０条第１項第１号に掲げる者 

３２，７６０円 

 ⑵ 令附則第２０条第１項第２号に掲げる者 

４５，８４０円 

 ⑶ 令附則第２０条第１項第３号に掲げる者 

４９，０８０円 

 ⑷ 令附則第２０条第１項第４号に掲げる者 

５８，９２０円 

 ⑸ 令附則第２０条第１項第５号に掲げる者 

６５，４００円 

 ⑹ 次のいずれかに該当する者 ７５，２４

０円 

 ア 地方税法第２９２条第１項第１３号に

規定する合計所得金額（以下「合計所得

金額」という。）（租税特別措置法第３

３条の４第１項若しくは第２項、第３４

条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５

条の２第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、当該合計所得金額から



令附則第１９条第２項に規定する特別控

除額を控除して得た額とする。以下この

項において同じ。）が１２５万円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次

号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、

第１１号イ又は第１２号イに該当する者

を除く。） 

 ⑺ 次のいずれかに該当する者 ８８，３２

０円 

 ア 合計所得金額が１２５万円以上１９０

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次

号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号

イ又は第１２号イに該当する者を除く。） 

 ⑻ 次のいずれかに該当する者 ９１，５６

０円 

 ア 合計所得金額が１９０万円以上２５０

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項



第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次

号イ、第１０号イ、第１１号イ又は第１

２号イに該当する者を除く。） 

 ⑼ 次のいずれかに該当する者 １１７，７

２０円 

 ア 合計所得金額が２５０万円以上３７５

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次

号イ、第１１号イ又は第１２号イに該当

する者を除く。） 

 ⑽ 次のいずれかに該当する者 １２４，３

２０円 

 ア 合計所得金額が３７５万円以上５００

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次

号イ又は第１２号イに該当する者を除

く。） 

 ⑾ 次のいずれかに該当する者 １３０，８

００円 

 ア 合計所得金額が５００万円以上７５０

万円未満であり、かつ、前各号のいずれ

にも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額



を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）又は

次号イに該当する者を除く。） 

 ⑿ 次のいずれかに該当する者 １３７，４

００円 

 ア 合計所得金額が７５０万円以上１，０

００万円未満であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される

保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護を必要としない

状態となるもの（令附則第２０条第１項

第１号イ（⑴に係る部分を除く。）に該

当する者を除く。） 

 ⒀ 前各号のいずれにも該当しない者 １５

０，４８０円 

 ２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る平成２９年度に

おける保険料率は、同号の規定にかかわらず、

２９，５２０円とする。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 


